
２０２２年度貸借対照表及び損益計算書

東京都新宿区西新宿８－１７－１
フコクしんらい生命保険株式会社

　代表取締役社長　　　櫻井　健司

（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

115,436 1,623,897

現 金 0 支 払 備 金 4,803

預 貯 金 115,436 責 任 準 備 金 1,618,789

1,586,928 契 約 者 配 当 準 備 金 304

国 債 803,107 561

地 方 債 243,750 14

社 債 530,352 4,903

株 式 149 未 払 法 人 税 等 464

そ の 他 の 証 券 9,568 未 払 金 17

3,368 未 払 費 用 1,055

保 険 約 款 貸 付 3,368 預 り 金 21

149 リ ー ス 債 務 2,565

建 物 83 資 産 除 去 債 務 33

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 66 仮 受 金 745

2,768 4

ソ フ ト ウ ェ ア 406 11,349

リ ー ス 資 産 2,323 1,640,730

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 38 （純資産の部）

0 35,499

21 25,499

5,179 資 本 準 備 金 25,499

未 収 金 1,095 10,966

前 払 費 用 310 そ の 他 利 益 剰 余 金 10,966

未 収 収 益 3,381 繰 越 利 益 剰 余 金 10,966

預 託 金 281 71,966

仮 払 金 110 4,170

3,014 4,170

△ 0 76,136

1,716,866 1,716,866

２０２２年度（２０２３年３月３１日現在）貸借対照表

有 形 固 定 資 産

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

再 保 険 貸

価 格 変 動 準 備 金

負 債 の 部 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 資 産

代 理 店 貸 資 本 金

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計資 産 の 部 合 計

株 主 資 本 合 計

貸 倒 引 当 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 税 金 資 産

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

有 価 証 券

代 理 店 借

無 形 固 定 資 産

再 保 険 借

そ の 他 負 債

貸 付 金

退 職 給 付 引 当 金
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（貸借対照表の注記） 

１．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額

法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱

い」（平成 12年 11月 16日 日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21号）に基

づく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有

価証券については、3月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均

法、取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平

均法による償却原価法（定額法）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法

による原価法）によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部

純資産直入法により処理しております。 

２．有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。なお、リース資産の残

高はありません。 

・有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、建物（2016 年 3 月 31 日以前に取得した附属設備、構築物を除く）

については定額法）を採用しております。

なお、有形固定資産のうち取得価額が 10万円以上 20万円未満のものについては、3年

間で均等償却を行っております。 

３．貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、個別に債務者の支払能

力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。すべての債権は、資産の自己

査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署

が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて引当を行っております。 

４．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、会社都合退職による期末要支給額

を退職給付債務として計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、簡便法

を採用しております。 

５．価格変動準備金は、保険業法第 115条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

６．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る

控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し

5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理してお

ります。 

７．初回保険料は、原則として、収納があり、保険契約上の責任が開始しているものにつ 

いて、当該収納した金額により計上しております。また、2回目以降保険料は、収納が

あったものについて、当該金額により計上しております。なお、収納した保険料のうち、

期末時点において未経過となっている期間に対応する部分については、保険業法第 116

条及び保険業法施行規則第 69条第 1項第 2号に基づき、責任準備金に積み立てており

ます。 
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８．保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約 

款に基づいて算定された金額を支払った契約について、当該金額により計上しており

ます。 

なお、保険業法第 117条及び保険業法施行規則第 72条に基づき、期末時点において支

払義務が発生したもの、または、まだ支払事由の報告を受けていないものの支払事由が

既に発生したと認められるもののうち、それぞれ保険金等の支出として計上していな

いものについて、支払備金を積み立てております。 

まだ支払事由の報告を受けていないものの支払事由が既に発生したと認められる保険

金等（以下「既発生未報告支払備金」という。）については、新型コロナウイルス感染

症と診断され、宿泊施設または自宅にて医師等の管理下で療養をされた場合（以下「み

なし入院」という。）の入院給付金等の支払対象を当事業年度中に変更したことにより、

平成 10 年大蔵省告示第 234 号（以下「IBNR 告示」という。）第 1 条第 1 項本則に基づ

く計算では適切な水準の額を算出することができないことから、IBNR 告示第 1 条第 1

項ただし書の規定に基づき、以下の方法により算出した額を計上しております。 

（計算方法の概要） 

IBNR 告示第 1 条第 1 項本則に掲げる全ての事業年度の既発生未報告支払備金積立所

要額及び保険金等の支払額から、重症化リスクの高い方（以下「4類型」という。）以

外のみなし入院に係る額を除外した上で、IBNR 告示第 1 条第 1 項本則と同様の方法

により算出しております。 

また、診断日が 2022 年 9月 25日以前の 4類型以外のみなし入院に係る額を推計する

ために用いた 4類型のみなし入院に係る額は、診断日が 2022 年 9月 26日以降の 4類

型に係る累計支払金額と 4 類型の１つである 65 歳以上の方のみなし入院に係る累計

支払金額の比率に診断日が 2022 年 9 月 25 日以前である 65 歳以上の方のみなし入院

に係る額を乗じて推計しております。 

９．期末時点において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に基づく

将来における債務の履行に備えるため、保険業法第 116 条第 1 項に基づき、保険料及

び責任準備金の算出方法書（保険業法第 4 条第 2 項第 4 号）に記載された方法に従っ

て計算し、責任準備金を積み立てております。 

責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により計算しております。 

(1)標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成 8年大蔵省

告示第 48号）

(2)標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式

なお、責任準備金の一部については、保険業法第 121 条第 1 項及び保険業法施行規則

第 80条に基づき、毎決算期において責任準備金が適正に積み立てられているかどうか

を、保険計理人が確認しております。責任準備金のうち危険準備金については、保険業

法第 116 条及び保険業法施行規則第 69条第 1項第 3号に基づき、保険契約に基づく将

来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる危険に備えて積み立てており

ます。 
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10．無形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

(1)ソフトウェア

利用可能期間に基づく定額法によっております。

(2)リース資産

リース期間に基づく定額法によっております。

11．個人保険・個人年金保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に

対応した債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有

するものについて、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及

び監査上の取扱い」（平成 12 年 11 月 16 日 日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第 21 号）に基づき、責任準備金対応債券に区分しております。 

12．保険業法第 118 条第 1 項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、

生命保険事業の公共性や社会性を考慮して、流動性を確保しつつ安全かつ有利を基本原

則としております。この方針に基づき具体的には、長期、安定的な収益を確保できるポ

ートフォリオ構築を目指し、国債等債券を中心とした有価証券に投資しております。な

お、主な金融商品である有価証券は、市場リスク及び信用リスクに晒されております。

資産運用リスクの管理にあたっては、資産運用リスク管理委員会が市場リスクや信用リ

スク等の状況を定期的に把握・管理しながら、資産運用部門への牽制機能を働かせるこ

とにより、基本原則を逸脱する過度なリスクを排除し、資産の安全性を確保しておりま

す。 

主な金融資産及び金融負債に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

有価証券 1,586,928 1,640,926 53,997 

満期保有目的の債券 

責任準備金対応債券 

その他有価証券 

513,937 

836,041 

236,949 

559,508 

844,467 

236,949 

45,571 

8,425 

― 

貸付金 3,368 3,368 △ 0

保険約款貸付 3,368 3,368 △ 0
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13．主な金融商品の時価の内訳等に関する事項は、次のとおりであります。 

  金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の 3つのレベルに分類しております。 

レベル 1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に

より算定した時価 

レベル 2の時価：レベル 1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ

トを用いて算定した時価

レベル 3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

  時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い

レベルに時価を分類しております。

(1)時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：百万円） 

区分 時価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

有価証券 65,792 171,157 ― 236,949 

その他有価証券 65,792 171,157 ― 236,949 

国債 

地方債 

社債 

株式 

その他の証券 

59,080 

― 

― 

149 

6,563 

― 

37,949 

130,202 

― 

3,004 

― 

― 

― 

― 

― 

59,080 

37,949 

130,202 

149 

9,568 

(2)時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：百万円） 

区分 時価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

有価証券 795,650 608,325 ― 1,403,976 

満期保有目的の債券 391,123 168,385 ― 559,508 

国債 

地方債 

社債 

391,123 

― 

― 

― 

86,467 

81,917 

― 

― 

― 

391,123 

86,467 

81,917 

責任準備金対応債券 404,527 439,940 ― 844,467 

国債 

地方債 

社債 

404,527 

― 

― 

― 

126,664 

313,275 

― 

― 

― 

404,527 

126,664 

313,275 

貸付金 ― ― 3,368 3,368 

保険約款貸付 ― ― 3,368 3,368 
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(3)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

ア．有価証券

  有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるもの

はレベル 1 の時価に分類しております。主に上場株式や国債がこれに含まれま

す。公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベ

ル 2の時価に分類しております。主に地方債、社債がこれに含まれます。評価に

あたっては観察可能なインプットを最大限利用しております。算定にあたり重

要な観察できないインプットを用いている場合には、レベル 3 の時価に分類し

ております。 

イ．貸付金

  保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済

期限を設けておらず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近

似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としており、レベル 3の時価

に分類しております。 

なお、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸付金については、直接減額

前の帳簿価額から貸倒見積高を控除した額を時価としております。 

14．債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権額は 10 百万円であります。なお、

危険債権額、三月以上延滞債権額並びに貸付条件緩和債権額はありません。 

  破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続

開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに

準ずる債権であります。 

15．有形固定資産の減価償却累計額は 417百万円であります。 

16．関係会社に対する金銭債権の総額は 12百万円、金銭債務の総額は 165百万円でありま

す。 

17． 繰延税金資産の総額は 4,635百万円、繰延税金負債の総額は 1,566百万円であります。

繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は 54百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、価格変動準備金 3,178 百万円及び保険契約

準備金 901百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の評価差額 1,559 百万円で

あります。 

当年度における法定実効税率は 28.0%であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率 24.2%との間の差異の主要な内訳は、評価性引当額の増減△7.4%、住民税

均等割 2.5%であります。 
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18．契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当期首現在高    322百万円 

当期契約者配当金支払額     192百万円 

利息による増加等   0百万円 

契約者配当準備金繰入額    173百万円 

当期末現在高    304百万円 

19．保険業法施行規則第 73 条第 3 項において準用する同規則第 71 条第 1 項に規定する再

保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額はあり

ません。同規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金

（以下「出再責任準備金」という。）の金額は 19百万円であります。 

20．1株当たりの純資産額は 85,922 円 45銭であります。 

21．退職給付に関する事項は次のとおりであります。 

(1) 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けております。また、確

定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。

(2) 確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、100百万円であります。
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（単位：百万円）

金額

255,246 

234,565 

234,430 

135 

19,750 

18,742 

0 

18,633 

108 

1,008 

930 

3 

861 

32 

33 

253,677 

175,176 

12,762 

134,642 

5,244 

22,266 

135 

124 

62,475 

68 

62,406 

0 

841 

9 

826 

0 

4 

9,900 

5,282 

1,014 

1,717 

2,548 

2 

0 

1,569 

329 

2 

327 

173 

1,065 

686 

△ 428

258

807

２０２２年度　
２０２２年　４月　１日から

　損益計算書
２０２３年　３月３１日まで

保 険 料 等 収 入

保 険 料

再 保 険 収 入

科  目

経  常  収  益

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金

貸 付 金 利 息

そ の 他 経 常 収 益

有 価 証 券 売 却 益

預 貯 金 利 息

年 金 特 約 取 扱 受 入 金

保 険 金 据 置 受 入 金

そ の 他 の 経 常 収 益

保 険 金 等 支 払 引 当 金 戻 入 額

経  常  費  用

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

年 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 運 用 費 用

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

有 価 証 券 売 却 損

保 険 金 据 置 支 払 金

税 金

減 価 償 却 費

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

経  常  利  益

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

特  別  損  失
固 定 資 産 等 処 分 損

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益
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（損益計算書の注記） 

１．関係会社との取引による収益の総額は31百万円、費用の総額は774百万円であります。 

２．有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券 1,008百万円であります。 

３．有価証券売却損の主な内訳は、国債等債券 826百万円であります。 

４．支払備金繰入額の計算上、足し上げられた出再支払備金戻入額の金額は 1百万円、責

任準備金繰入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金戻入額の金額は 0百万円で

あります。 

５．1株当たりの当期純利益は 911円 42銭であります。 
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